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資料編 

 

 １ つくばみらい市子ども・子育て会議条例 

 

つくばみらい市子ども・子育て会議条例 

平成25年9月26日 

条例第39号 
(設置) 

第1条 本市における子ども・子育て支
援に関する施策の推進を図るため、子
ども・子育て支援法(平成24年法律第
65号)第72条第1項の規定に基づき、つ
くばみらい市子ども・子育て会議(以
下「子ども・子育て会議」という。)
を置く。 

(令5条例4・一部改正) 
(所掌事務) 

第2条 子ども・子育て会議は、次に掲
げる事項について調査審議し、市長に
意見を述べるものとする。 
(1) 特定教育・保育施設の利用定員

の設定に関すること。 
(2) 特定地域型保育事業の利用定員

の設定に関すること。 
(3) 子ども・子育て支援事業計画に

関すること。 
(4) 子ども・子育て支援に関する施

策の総合的かつ計画的な推進に関し
必要な事項及び当該施策の実施状況
に関すること。 

(5) その他市長が必要と認めるこ
と。 

(組織) 
第3条 子ども・子育て会議は、委員15

人以内をもって組織する。 
2 委員は、次に掲げる者のうちから、

市長が委嘱し、又は任命する。 
(1) 子どもの保護者 
(2) 子ども・子育て支援に関する事

業に従事する者 
(3) 子ども・子育て支援に関し学識

経験を有する者 
(4) 事業主を代表する者 
(5) 労働者を代表する者 
(6) その他市長が必要と認める者 
(任期) 

第4条 委員の任期は、2年とする。ただ  
 し、委員が欠けた場合における補欠委  

員の 任期は、前任者の残任期間とす  
る。 

2 委員は、再任されることができる。 
(会長及び副会長) 

第5条 子ども・子育て会議に会長及び
副会長1人を置く。 

2 会長及び副会長は、委員の互選によ

り定める。 
3 会長は、会務を総理し、子ども・子

育て会議を代表する。 
4 副会長は、会長を補佐し、会長に事

故があるとき、又は会長が欠けたとき
は、その職務を代理する。 
(会議) 

第6条 子ども・子育て会議の会議(以下  
 この条において「会議」という。)

は、会長が招集し、その議長となる。 
2 会議は、委員総数の2分の1以上の出

席がなければ開くことができない。 
3 会議の議事は、出席委員の過半数で

これを決し、可否同数のときは、議長
の決するところによる。 

4 子ども・子育て会議は、必要がある
と認めるときは、会議に委員以外の者
の出席を求め、意見若しくは説明を聴
き、又は委員以外の者に対し、資料の
提出を求めることができる。 
(報酬及び費用弁償) 

第7条 委員の報酬及び費用弁償につい
ては、つくばみらい市特別職の職員で
非常勤のものの報酬及び費用弁償に関
する条例(平成18年つくばみらい市条
例第29号)の定めるところによる。 
(庶務) 

第8条 子ども・子育て会議の庶務は、
保健福祉部こども局みらいこども課に
おいて処理する。 

(平31条例1・令5条例7・一部改正) 
(委任) 

第9条 この条例に定めるもののほか、
子ども・子育て会議の運営に関し必要
な事項は、会長が子ども・子育て会議
に諮って定める。 

 
附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
附 則(平成31年条例第1号) 

この条例は、平成31年4月1日から施行す 
 る。 

附 則（令和5年条例第4号)抄 
この条例は、令和5年4月1日から施行す
る。 

附 則（令和5年条例第7号) 
この条例は、令和5年4月1日から施行す
る。
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 ２ つくばみらい市子ども・子育て会議委員名簿 

 

（敬称略・順不同）   

選出区分 所属等 氏名 備考 

子どもの保護者 

市ＰＴＡ連絡協議会 会長 

牟田 聡子 
～2024年（令和6

年）3月31日 

海老原 徹 
2024年（令和6年）

4月1日～ 

私立認定こども園 保護者代表 三浦 勝成  

私立保育園 保護者代表 武内 友里  

子ども・子育て支

援に関する事業に

従事する者 

私立認定こども園 代表 篠塚 明子  

私立保育園 代表 鶴田 友美  

市校長会 会長 会長 

長塚 和徳 
～2024年（令和6

年）3月31日 

宇津木 千恵美 
2024年（令和6年）

4月1日～ 

市立幼稚園 代表 副会長 

小林 幸典 
～2024年（令和6

年）3月31日 

赤木 洋子 
2024年（令和6年）

4月1日～ 

県立伊奈特別支援学校 校長 奥岡 智博  

子ども・子育て支

援に関し学識経 

験を有する者 

民生委員児童委員協議会 会長 八木岡 道孝  

市放課後子ども総合プラン 
運営委員会 副委員長 

木田 裕通  

茨城県立医療大学 教授 山口 忍  

事業主を代表する者 （株）アンフィニ 大野 誠  

労働者を代表する者 市商工会長 山野井 周一  

  



 

69 

 ３ 計画策定経過 

 

 

時期 会議名等 内容 

2024年(令和６年) 

１月12日 

第１回つくばみらい市

子ども・子育て会議 

・子ども・子育て会議について 

・第３期つくばみらい市子ども・子育て支援

事業計画策定について 

・第３期つくばみらい市子ども・子育て支援

事業計画策定のためのニーズ調査（アンケ

―ト調査）項目について〈就学前児童用〉

〈小学生全学年保護者・児童本人用〉 

・第３期つくばみらい市子ども・子育て支援

事業計画策定スケジュール（案）について 

2024年(令和６年) 

２月５日～ 

２月21日 

つくばみらい市子ども・

子育てに関するアンケ

ート調査（ニーズ調査） 

・つくばみらい市在住の子育て家庭及び子ど

も本人の意識・実態把握 

2024年(令和６年) 

５月14日 

第２回つくばみらい市

子ども・子育て会議 

・第３期市子ども・子育て支援事業計画策定

に係るアンケ―ト調査結果について 

2024年(令和６年) 

６月23日（第１回） 

７月７日（第２回） 

子ども・子育てワークシ

ョップ開催 

・このまちで子育てするうえで解決すべき課

題について 

2024年(令和６年) 

８月30日 

第３回つくばみらい市

子ども・子育て会議 

・子ども・子育てワークショップの結果につ

いて 

・第３期子ども・子育て支援事業計画骨子案

について 

・今後のスケジュールについて 

2024年(令和６年) 

11月７日 

第４回つくばみらい市

子ども・子育て会議 

・第３期つくばみらい市子ども・子育て支援

事業計画（案）について 

・第３期つくばみらい市子ども・子育て支援

事業計画概要版（案）について 

・今後のスケジュールについて 

2024年(令和６年) 

12月11日～ 

2025年(令和７年) 

１月10日 

計画案に対するパブリ

ック・コメントの実施 

・第３期つくばみらい市子ども・子育て支援

事業計画（案）について 

2024年(令和６年) 

12月15日 

パブリック・コメント説

明会 

・第３期つくばみらい市子ども・子育て支援

事業計画（案）について 

2025年(令和７年) 

１月31日 

第５回つくばみらい市

子ども・子育て会議 

・第３期つくばみらい市子ども・子育て支援

事業計画（案）パブリック・コメント結果

について 

・第３期つくばみらい市子ども・子育て支援

事業計画（案）について 
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 ４ 子ども・子育て支援法（抄） 

 

子ども・子育て支援法（抄） 

（平成２４年８月２２日法律第６５号） 

最終改正：令和６年６月１２日法律第４７号 

 
第５章 子ども・子育て支援事業計画 
 
（基本指針） 

第６０条 内閣総理大臣は、教育・保育及び
地域子ども・子育て支援事業の提供体制
を整備し、子ども・子育て支援給付並びに
地域子ども・子育て支援事業及び仕事・子
育て両立支援事業の円滑な実施の確保そ
の他子ども・子育て支援のための施策を
総合的に推進するための基本的な指針
（以下「基本指針」という。）を定めるも
のとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項
について定めるものとする。 
一 子ども・子育て支援の意義並びに子

どものための教育・保育給付に係る教
育・保育を一体的に提供する体制その
他の教育・保育を提供する体制の確保、
子育てのための施設等利用給付の円滑
な実施の確保並びに地域子ども・子育
て支援事業及び仕事・子育て両立支援
事業の実施に関する基本的事項 

二 次条第一項に規定する市町村子ど
も・子育て支援事業計画において教育・
保育及び地域子ども・子育て支援事業
の量の見込みを定めるに当たって参酌
すべき標準その他当該市町村子ども・
子育て支援事業計画及び第六十二条第
一項に規定する都道府県子ども・子育
て支援事業支援計画の作成に関する事
項 

三 児童福祉法その他の関係法律による
専門的な知識及び技術を必要とする児
童の福祉増進のための施策との連携に
関する事項 

四 労働者の職業生活と家庭生活との両
立が図られるようにするために必要な
雇用環境の整備に関する施策との連携
に関する事項 

五 前各号に掲げるもののほか、子ども・
子育て支援給付並びに地域子ども・子
育て支援事業及び仕事・子育て両立支
援事業の円滑な実施の確保その他子ど
も・子育て支援のための施策の総合的
な推進のために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本指針を定め、又は
変更しようとするときは、文部科学大臣
その他の関係行政機関の長に協議すると
ともに、こども家庭審議会の意見を聴か
なければならない。 

４ 内閣総理大臣は、基本指針を定め、又は
これを変更したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 
 
（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第６１条 市町村は、基本指針に即して、五
年を一期とする教育・保育及び地域子ど
も・子育て支援事業の提供体制の確保そ
の他この法律に基づく業務の円滑な実施
に関する計画（以下「市町村子ども・子育
て支援事業計画」という。）を定めるもの
とする。 

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画に
おいては、次に掲げる事項を定めるもの
とする。 
一 市町村が、地理的条件、人口、交通事

情その他の社会的条件、教育・保育を提
供するための施設の整備の状況その他
の条件を総合的に勘案して定める区域
（以下「教育・保育提供区域」という。）
ごとの当該教育・保育提供区域におけ
る各年度の特定教育・保育施設に係る
必要利用定員総数（第十九条各号に掲
げる小学校就学前子どもの区分ごとの
必要利用定員総数とする。）、特定地域
型保育事業所（事業所内保育事業所に
おける労働者等の監護する小学校就学
前子どもに係る部分を除く。）に係る必
要利用定員総数（同条第三号に掲げる
小学校就学前子どもに係るものに限
る。）その他の教育・保育の量の見込み
並びに実施しようとする教育・保育の
提供体制の確保の内容及びその実施時
期 

二 教育・保育提供区域ごとの当該教育・
保育提供区域における各年度の地域子
ども・子育て支援事業の量の見込み並
びに実施しようとする地域子ども・子
育て支援事業の提供体制の確保の内容
及びその実施時期 

三 子どものための教育・保育給付に係
る教育・保育の一体的提供及び当該教
育・保育の推進に関する体制の確保の
内容 

四 子育てのための施設等利用給付の円
滑な実施の確保の内容 

３ 市町村子ども・子育て支援事業計画に
おいては、前項各号に規定するもののほ
か、次に掲げる事項について定めるよう
努めるものとする。 
一 産後の休業及び育児休業後における

特定教育・保育施設等の円滑な利用の
確保に関する事項 

二 保護を要する子どもの養育環境の整
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備、児童福祉法第四条第二項に規定す
る障害児に対して行われる保護並びに
日常生活上の指導及び知識技能の付与
その他の子どもに関する専門的な知識
及び技術を要する支援に関する都道府
県が行う施策との連携に関する事項 

三 労働者の職業生活と家庭生活との両
立が図られるようにするために必要な
雇用環境の整備に関する施策との連携
に関する事項 

四 地域子ども・子育て支援事業を行う
市町村その他の当該市町村において子
ども・子育て支援の提供を行う関係機
関相互の連携の推進に関する事項 

４ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、
教育・保育提供区域における子どもの数、
子どもの保護者の特定教育・保育施設等
及び地域子ども・子育て支援事業の利用
に関する意向その他の事情を勘案して作
成されなければならない。 

５ 市町村は、教育・保育提供区域における
子ども及びその保護者の置かれている環
境その他の事情を正確に把握した上で、
これらの事情を勘案して、市町村子ども・
子育て支援事業計画を作成するよう努め
るものとする。 

６ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、
社会福祉法第百七条第一項に規定する市
町村地域福祉計画、教育基本法第十七条
第二項の規定により市町村が定める教育
の振興のための施策に関する基本的な計
画（次条第四項において「教育振興基本計
画」という。）その他の法律の規定による
計画であって子どもの福祉又は教育に関
する事項を定めるものと調和が保たれた
ものでなければならない。 

７ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事
業計画を定め、又は変更しようとすると
きは、第七十二条第一項の審議会その他
の合議制の機関を設置している場合にあ
ってはその意見を、その他の場合にあっ
ては子どもの保護者その他子ども・子育
て支援に係る当事者の意見を聴かなけれ
ばならない。 

８ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事
業計画を定め、又は変更しようとすると
きは、インターネットの利用その他の内
閣府令で定める方法により広く住民の意
見を求めることその他の住民の意見を反
映させるために必要な措置を講ずるよう
努めるものとする。 

９ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事
業計画を定め、又は変更しようとすると
きは、都道府県に協議しなければならな
い。 

１０ 市町村は、市町村子ども・子育て支援
事業計画を定め、又は変更したときは、遅
滞なく、これを都道府県知事に提出しな
ければならない。 
 

（都道府県子ども・子育て支援事業支援
計画） 
第６２条 都道府県は、基本指針に即して、

五年を一期とする教育・保育及び地域子
ども・子育て支援事業の提供体制の確保
その他この法律に基づく業務の円滑な実
施に関する計画（以下「都道府県子ども・
子育て支援事業支援計画」という。）を定
めるものとする。 

２ 都道府県子ども・子育て支援事業支援
計画においては、次に掲げる事項を定め
るものとする。 
一 都道府県が当該都道府県内の市町村

が定める教育・保育提供区域を勘案し
て定める区域ごとの当該区域における
各年度の特定教育・保育施設に係る必
要利用定員総数（第十九条各号に掲げ
る小学校就学前子どもの区分ごとの必
要利用定員総数とする。）その他の教
育・保育の量の見込み並びに実施しよ
うとする教育・保育の提供体制の確保
の内容及びその実施時期 

二 子どものための教育・保育給付に係
る教育・保育の一体的提供及び当該教
育・保育の推進に関する体制の確保の
内容 

三 子育てのための施設等利用給付の円
滑な実施の確保を図るために必要な市
町村との連携に関する事項 

四 特定教育・保育及び特定地域型保育
を行う者並びに地域子ども・子育て支
援事業に従事する者の確保及び資質の
向上のために講ずる措置に関する事項 

五 保護を要する子どもの養育環境の整
備、児童福祉法第四条第二項に規定す
る障害児に対して行われる保護並びに
日常生活上の指導及び知識技能の付与
その他の子どもに関する専門的な知識
及び技術を要する支援に関する施策の
実施に関する事項 

六 前号の施策の円滑な実施を図るため
に必要な市町村との連携に関する事項 

３ 都道府県子ども・子育て支援事業支援
計画においては、前項各号に掲げる事項
のほか、次に掲げる事項について定める
よう努めるものとする。 
一 市町村の区域を超えた広域的な見地

から行う調整に関する事項 
二 教育・保育情報の公表に関する事項 
三 労働者の職業生活と家庭生活との両

立が図られるようにするために必要な
雇用環境の整備に関する施策との連携
に関する事項 

４ 都道府県子ども・子育て支援事業支援
計画は、社会福祉法第百八条第一項に規
定する都道府県地域福祉支援計画、教育
基本法第十七条第二項の規定により都道
府県が定める教育振興基本計画その他の
法律の規定による計画であって子どもの
福祉又は教育に関する事項を定めるもの
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と調和が保たれたものでなければならな
い。 

５ 都道府県は、都道府県子ども・子育て支
援事業支援計画を定め、又は変更しよう
とするときは、第七十二条第四項の審議
会その他の合議制の機関を設置している
場合にあってはその意見を、その他の場
合にあっては子どもの保護者その他子ど
も・子育て支援に係る当事者の意見を聴
かなければならない。 

６ 都道府県は、都道府県子ども・子育て支
援事業支援計画を定め、又は変更したと
きは、遅滞なく、これを内閣総理大臣に提
出しなければならない。 
 
（都道府県知事の助言等） 

第６３条 都道府県知事は、市町村に対し、
市町村子ども・子育て支援事業計画の作
成上の技術的事項について必要な助言そ
の他の援助の実施に努めるものとする。 

２ 内閣総理大臣は、都道府県に対し、都道
府県子ども・子育て支援事業支援計画の
作成の手法その他都道府県子ども・子育
て支援事業支援計画の作成上重要な技術
的事項について必要な助言その他の援助
の実施に努めるものとする。 
 
（国の援助） 

第６４条 国は、市町村又は都道府県が、市
町村子ども・子育て支援事業計画又は都道
府県子ども・子育て支援事業支援計画に定
められた事業を実施しようとするときは、
当該事業が円滑に実施されるように必要な
助言その他の援助の実施に努めるものとす
る。 

 
第７章 市町村等における合議制の機関 
 

第７２条 市町村は、条例で定めるところ
により、次に掲げる事務を処理するため、
審議会その他の合議制の機関を置くよう
努めるものとする。 
一 特定教育・保育施設の利用定員の設

定に関し、第三十一条第二項に規定す
る事項を処理すること。 

二 特定地域型保育事業の利用定員の設
定に関し、第四十三条第二項に規定す
る事項を処理すること。 

三 市町村子ども・子育て支援事業計画
に関し、第六十一条第七項に規定する
事項を処理すること。 

四 当該市町村における子ども・子育て
支援に関する施策の総合的かつ計画的
な推進に関し必要な事項及び当該施策
の実施状況を調査審議すること。 

２ 前項の合議制の機関は、同項各号に掲
げる事務を処理するに当たっては、地域
の子ども及び子育て家庭の実情を十分に
踏まえなければならない。 

３ 前二項に定めるもののほか、第一項の

合議制の機関の組織及び運営に関し必要
な事項は、市町村の条例で定める。 

４ 都道府県は、条例で定めるところによ
り、次に掲げる事務を処理するため、審議
会その他の合議制の機関を置くよう努め
るものとする。 
一 都道府県子ども・子育て支援事業支

援計画に関し、第六十二条第五項に規
定する事項を処理すること。 

二 当該都道府県における子ども・子育
て支援に関する施策の総合的かつ計画
的な推進に関し必要な事項及び当該施
策の実施状況を調査審議すること。 

５ 第二項及び第三項の規定は、前項の規
定により都道府県に合議制の機関が置か
れた場合に準用する。 
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 ５ 子ども・子育てワークショップの主な意見 

 

計画の策定にあたり、市民のみなさんから、子どもと接する際・子育て中で『大変なこ

と』・『不安なこと』をお聞きし、解決方法のアイデアを出し合い、子ども子育て施策に反

映させるため、市民のみなさんを対象としたワークショップを開催しました。 

 

テーマ このまちで子育てするうえで解決すべき課題 

開催日時 
第１回：令和６年６月２３日（土） 午後１時３０分～３時００分 

第２回：令和６年７月 ７日（土） 午後１時３０分～３時００分 

参加状況 各回 14人 

 

№ 困りごと・課題 子育て課題への解決策 

1 ・保育士不足 

・また、働きたくても働きづらい 

保育士不足解消のため、無資格者雇用（業務分

担）、資格取得支援を行う。 

保育士不足解消のため、保育士の労働環境改善、

手当の拡充に取り組む。 

2 ・困った時などに情報のアクセ

スがしづらい 

・明確な情報を得られないこと

でQOL（生活の質）が下がってい

る 

困った時などに情報のアクセスがしづらいため、

市民と一緒にアプリ・HP・資料作りを行い見やすく

する。 

情報へのアクセスをしやすくするため、SNSを活

用する。（Instagram、LINE等） 

情報発信強化として政策情報版の発行回数を増

やす。内容をよりタイムリーに。 

3 ・経済的な支援が足りる程、財政

が豊かでない 

・稼げる市にならないと支援も

充実しない 

・ポテンシャルはあると感じる 

市の財政が豊かでないため、余っている土地を有

効活用し、他所からの収入を増やす。 

市の財政が豊かでないため、企業向けPRに力を入

れる。 

市の財政が豊かでないため、余分なコストにどの

ようなものがあるのか市民にアンケートを取る。 

4 ・子育てとお金の問題 

・給食費を無償化してほしい 

・病児保育所を開設してほしい 

子育て家庭への経済的支援として、育児・子育て

クーポンを配布する。 

子育て家庭への経済的支援として、ふるさと納税

を育児の財源に子育て支援を行う。 

子育て家庭への経済的支援として、米農家、野菜農

家との連携で給食費を一部助成or 無償化を図る。 

5 ・子どもの体験学習を増やす 

・乳幼児には優しいが、就学児以

上には不親切 

子どもの体験学習を増やすため、地域毎に住人同

士での親睦が深められるような取り組みを進める。

（ボランティアや救助・お祭り・花火） 

子どもの体験学習を増やすため、米作り、野菜作

り（可能であれば畜産も）をカリキュラムに入れる。 

子どもの体験学習を増やすため、市内の企業と連

携して、工場見学・社会見学を開催する。 
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№ 困りごと・課題 子育て課題への解決策 

6 ・気軽に相談できる場所を増や

す 

・病気関係・薬の飲み合わせを気

軽に相談したい 

・車がない・ライドシェアなど 

気軽に相談できる場所を増やすため、専門の方に

つながるSNS・LINEを開設する。（病気・イジメ・家

庭問題） 

気軽に相談できる場所を増やすため、親同士のし

ゃべり場イベントを開催する。 

気軽に相談できる場所を増やすため、心の交流サ

ロンをオープンする。（通常は避難所として活用） 

7 ・市内に病院が少ない 

・いつも混んでいる 

・遠い（何かあれば車が必要） 

市内に病院が少なく不便なため、市内独自の当番

制の導入を検討する。 

市内に病院が少なく不便なため、オンライン診療

を拡大する。 

8 ・産前・産後ケアの使いづらさ

（内容・申請） 

・電話のみの申請は負担が大き

い 

・何があるのかわからなかった 

・２人目の扱い 

産前・産後ケア（内容）充実のため、利用者のヒ

アリングを基にサービス内容を改善する。 

産前・産後ケアが利用しづらいため、申請手続き

のオンライン化や既存システムを流用した予約シ

ステムの導入を行う。 

産前・産後ケアとはどのようなサービスが受けら

れるのか、そのサービスを受けるための申請方法

や、申し込み先を分かりやすくする。（HP・アプリ） 

9 ・市内に飲食店が少ない 

・みらい平はファミレス行くた

めに小絹・つくばへ 

・子どもが食べたい店が少ない

（育児が楽になる） 

市内に飲食店が少なく不便なため、アンケート結

果を基に市から運営会社へ交渉する。 

市内に飲食店が少なく不便なため、市内の農作物

を利用した店を作る。 

市内に飲食店が少なく不便なため、スマートIC付

近に飲食店を作る。 
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 ６ 用語集 

 

用語 内容 

育児休業 

育児・介護休業法に規定される、子どもが産まれた後、１歳になる

までの間で希望する期間（両親ともに育児休業を取得した場合は合

わせて１歳２か月まで、保育所に預けられないなどの事業がある場

合は最長２歳まで延長が可能。）子の養育のために勤務を休業するこ

とができる制度。 

医療的ケア児 

ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等に長期入院した後、引き続き人工

呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養等の医療的ケア

が日常的に必要な児童。 

児童虐待 

親などの児童の保護者が、自分の思いどおりにならない時などに

折檻すること。児童虐待の防止等に関する法律では、虐待を①身体的

虐待、②性的虐待、③ネグレクト、④心理的虐待、の４種類に分類し

ている。 

児童相談所 

虐待、育児、健康、障がい、非行など、子どもに関する様々な問題

について家庭その他からの相談に応じ、調査、診断、判定の上、児童

の真のニーズに応じた援助活動を通じて、子どもの福祉と権利擁護

を行うことを業務とする児童福祉行政機関。 

児童手当 

日本国内に居住している者が、児童を監護し、一定の生計関係があ

る場合に支給される手当。中学校修了（15歳を迎えてから最初の年度

末）までの児童に支給される。 

児童扶養手当 

父母が婚姻等を解消した児童及び父又は母が障がい等の状態にあ

る児童等の母（父）がその児童を監護するとき、又は母（父）以外の

者がその児童を養育するときに、一定の条件のもとでその母（父）又

は養育者に対し支給される手当。原則として、対象となる児童が18歳

を迎えてから最初の年度末まで支給される。 

スクールカウンセラ

ー 

児童生徒の抱える問題に対し、本人へのカウンセリングや心のケ

ア、保護者や教職員への相談・助言等、児童生徒の心理に関する支援

を行う者。 

特別児童扶養手当 

特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、障がい児の父

母が当該児童を監護するとき、又は当該児童の父母が監護しない場

合に父母以外の者が養育するとき、父母又は養育者に支給される手

当。支給対象は20歳未満の障がい児で、手当額は障がいの程度に応じ

た額となっている。 

認定こども園 

幼稚園、保育所等のうち、保護者の就労状況にかかわらず教育・保

育を一体的に行う機能のほか、地域におけるすべての子育て家庭を

対象に、子育て相談や親子の集いの場の提供などの子育て家庭を支

援する機能を備えた施設。構成する施設の種類によって幼保連携型、

幼稚園型、保育所型及び地方裁量型の４つの類型がある。 

ファミリーサポート

センター事業 

「ファミリーサポートセンター」は、子育ての手助けがほしい人

（依頼会員）と、子育ての手助けをしたい人（提供会員）が会員にな

り、地域の中で子育てする会員組織の相互援助活動であり、厚生労働

省の事業。 
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用語 内容 

ペアレントトレーニ

ング 

発達障がいのある子どもの発達促進や行動変容を目的に、保護者

が子どもの行動に対し適切に対応するための療育スキルや知識を習

得するためのプログラム。 

保育の必要性 

「保育の必要性がある」とは、保護者が共働きの場合や、病気・障

がいがある場合、妊娠・出産や保護者の同居親族等の看護・介護など

のため、保護者に代わって子どもを保育する必要があると認定され

ること。 

認定は、認定申請に必要な書類を市へ提出する。提出された書類を

市が審査し、認定の可否を決定する。 

放課後子ども教室 

全ての子どもを対象に、放課後や週末等に小学校等を活用し、地域

住民の協力のもと、学習、スポーツ・文化 活動、地域住民との交流

の機会を提供することにより、地域社会での子どもの健全育成を支

援する事業。 

放課後児童クラブ 

就労等により保護者が昼間家庭にいない小学生に対して、授業終

了後に小学校の空き教室や児童館等を利用し て適切な遊びと生活

の場を提供することにより、児童の保護及び健全育成を支援する事

業。 

放課後等デイサービ

ス 

障がいのある就学児童に対し、放課後や長期休暇中に自立支援や

日常生活の充実のための活動を提供する事業。 

放課後子ども総合プ

ラン事業 

共働き家庭等において、子どもの小学校入学を期にそれまでの延

長保育と学童保育の終了の時間差等に起因して仕事と育児の両立が

困難となる「小１の壁」を打破するとともに、次代を担う人材を育成

するために、全ての就学児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様

な体験・活動を行うことができるよう、一体型を中心とした放課後児

童クラブ及び放課後子ども教室の計画的な整備等を進める方針に基

づく事業。 

ヤングケアラー 
家族の介護その他の日常生活上の世話を過度に行っていると認め

られる子ども・若者。 

ワーク・ライフ・バラ

ンス 

仕事と生活の調和。幸福で豊かな人生を送るために、自分の価値観

や状況に応じた働き方の選択や、仕事と家庭、両者の充実を実現させ

ようという考え方。 

 




